
令和２年度　補正予算（６月補正（追加））

概　要　説　明　書

日　向　市



Ⅰ. 今回の補正額

一 般 会 計 1,299,270 千円

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 △ 738

合 計 1,298,532

Ⅱ. 補正後の予算額（参考）

一 般 会 計 37,337,758 千円

公 営 住 宅 事 業 特 別 会 計 349,000
財光寺南土地区画整理事業特別会計 30,000
城 山 墓 園 事 業 特 別 会 計 7,000
簡 易 給 水 施 設 特 別 会 計 2,400
国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 7,379,262
介護保険事業特別会計(保険事業勘定) 5,588,000
日向入郷地域介護認定審査事業特別会計 37,000
後 期 高 齢 者 医 療 事 業 特 別 会 計 790,000

合 計 51,520,420

令和２年度補正予算（６月補正（追加））の概要

－ 1 －



(歳入）

(歳出）

国県支出金 地方債 その他

 1 議会費 220,108 △ 4,309 215,799 △ 4,309

 2 総務費 9,291,573 632,209 9,923,782 6,650 569,900 △ 11,922 67,581

 3 民生費 12,043,595 55,858 12,099,453 57,500 △ 1,642

 4 衛生費 2,141,841 △ 2,152 2,139,689 10,800 △ 12,952

 6 農林水産業費 1,068,850 10,401 1,079,251 45,766 △ 35,365

 7 商工費 1,395,683 194,088 1,589,771 149,877 △ 612 44,823

 8 土木費 3,313,298 △ 4,099 3,309,199 △ 125 △ 3,974

 9 消防費 905,589 △ 1,237 904,352 △ 1,237

10 教育費 2,126,033 418,511 2,544,544 262,331 89,600 △ 300 66,880
 

歳出合計 36,038,488 1,299,270 37,337,758 532,799 659,500 △ 12,834 119,805

(歳入）

12 諸収入

(歳出）

国県支出金 地方債 その他

 2 保険給付費 5,201,163 500 5,201,663 500

 6 保健事業費 91,743 △ 1,238 90,505 △ 475 △ 763

歳出合計 7,380,000 △ 1,238 7,378,762 25 △ 763

（単位:千円）

（単位:千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一般財源

15 県支出金 2,607,329

Ⅲ-１．一般会計　歳入歳出補正予算総括

（単位:千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

14 国庫支出金 11,747,598 480,832 12,228,430

51,967 2,659,296

21 市債 2,108,692 659,500 2,768,192

18 繰入金 1,812,150 107,034 1,919,184

20 諸収入 858,472 △ 63 858,409

款 補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一般財源

歳入合計 7,380,000 △ 738 7,379,262

（単位:千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

18,808

 6 県支出金 5,376,576 25 5,376,601

19,571 △ 763

37,337,758歳入合計

Ⅲ-２．国民健康保険事業特別会計　歳入歳出補正予算総括

補正前の額 補 正 額 計款

36,038,488 1,299,270
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　Ⅳ．主な事業内容

(単位：千円）

予算科目 事　業　名 担 当 課 補 正 額 事　業　内　容

[新型コロナ対策]
高度無線環境整備
推進事業

総合政策課 645,700

　「新しい生活様式」の構築及び、「Society5.0」の推進を図る
ため、電気通信事業者が国の補助事業を活用して実施する超高速
ブロードバンド整備に対して必要な経費の一部を負担し、地域間
の情報格差を解消する。

　○整備地区　　未整備地区全域
　　　　　　　　（東郷地域及び平岩以南等）

[新型コロナ対策]
庁内ＬＡＮ運用費

総合政策課 868
　コロナ禍による感染防止対策及び働き方改革の一環として、Ｗ
ＥＢ会議システムを利用できる環境を整備する。

[新型コロナ対策]
広報強化に
要する経費

秘書広報課 5,700
　新型コロナウイルス感染症対策関連事業について、新聞広告や
折り込みチラシ、テレビ、ラジオ等を活用し、市民への迅速な情
報の提供を行う。

民生費

[新型コロナ対策]
医療・介護・
福祉施設等
安全対策支援事業

福祉課 58,000

　医療施設や福祉サービス事業所等が第２波、第３波に備えるた
めの感染防止対策や「新しい生活様式」に対応するための経費に
対し助成を行う。

　○助成額
　　・医療提供施設
　　　　病院 100万円　有床診療所 50万円
　　    無床診療所・歯科診療所 20万円
　　　　保険調剤薬局 10万円

　　・介護サービス及び障がい福祉サービス提供事業所
　　　　入所及び通所系事業所 最大100万円
　　　　　[法人単位で施設利用者定員数により算定]
　　　　訪問系事業所 10万円[１法人あたり]

[新型コロナ対策]
インドア花いっぱい
応援事業

農業畜産課 2,000

　地元産の花きを買い取り、公共施設等に飾る（ロビーディスプ
レイ等）ことで、施設利用者等のストレスの緩和を図るととも
に、コロナ禍による経済的打撃の大きい市内花き農家を支援す
る。

[新型コロナ対策]
県産農畜水産物
応援消費推進事業

農業畜産課 9,266
　県補助金を活用し、「宮崎牛」及び「みやざき地頭鶏」を小中
学校の給食に提供することで、県産畜産物の消費拡大を図る。

[新型コロナ対策]
住宅・店舗等
リフォーム促進事業

商工港湾課 20,300

　「新しい生活様式」の構築及び市内経済の活性化を図るため、
自己の居住する住宅及び市内で事業を営む店舗等について、市内
小規模登録事業者等を利用して行うリフォームに係る経費の一部
を助成する。

　○助成額
　　・住宅　　補助対象事業費の10％（最大10万円）
　　・店舗等　補助対象事業費の20％（最大20万円）

[新型コロナ対策]
応援消費
プレミアム付商品券
発行事業

商工港湾課 73,000

　市内経済の活性化を図るため、県補助金を活用し、プレミアム
付（30％）商品券の発行を行う。

　○１セット6,500円（500円×13枚）を5,000円で販売

一般会計

農林水
産業費

総務費

商工費
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(単位：千円）

予算科目 事　業　名 担 当 課 補 正 額 事　業　内　容

一般会計

[新型コロナ対策]
タクシー
デリバリー事業

商工港湾課 900
　コロナ禍により需要が落ち込むタクシー業界とテイクアウトに
取り組む飲食店を支援するため、タクシーデリバリー事業を実施
する団体に対し経費の一部を助成する。

日向サンパーク温泉
管理運営費

観光交流課 112,000

　㈱日向サンパーク温泉の温泉館が令和２年10月から休館するこ
とに伴い、指定管理委託料の減額を行うとともに、休館により生
じる損失等に対する補助並びに金融機関からの長期借入及び市の
短期貸付の繰上償還を行うための長期貸付を行う。

　○指定管理委託料　　△12,614千円
　○運営補助金　　　　　66,065千円
　○長期貸付金　　　　　58,549千円

[新型コロナ対策]
GIGAスクール構想
環境整備事業
（小学校）

学校教育課 272,000

[新型コロナ対策]
GIGAスクール構想
環境整備事業
（中学校）

学校教育課 137,500

[新型コロナ対策]
学校ICT
環境整備事業
（小学校）

学校教育課 17,971

[新型コロナ対策]
学校ICT
環境整備事業
（中学校）

学校教育課 1,800

(単位：千円）

担 当 課 補 正 額 事　業　内　容

国民健康
保険課

いきいき
健康課

△ 738

　○保険給付費　　　500千円
　新型コロナウイルス感染症の感染又は疑いにより、休業を余儀
なくされた被保険者（被用者）に対し傷病手当金を支給する。

　○保健事業費　△1,238千円
　コロナ禍によるイベント中止に伴い委託料の減額を行う。

　「新しい生活様式」の構築及び、「Society5.0」の推進を図る
ため、国の補助金を活用し、市内小中学校において、校内の高速
大容量通信ネットワークの整備及び児童生徒１人１台のタブレッ
ト端末の整備を一体的に行う。

　「新しい生活様式」の構築及び、「Society5.0」の推進を図る
ため、ＩＣＴ機器を活用した効果的な授業を行うために必要な大
型テレビ等を整備する。

特別会計

会　計　名

国民健康保険事業特別会計

教育費

商工費
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　Ⅴ．コロナ禍による事業見直し及び事業中止等による予算減額
(単位：千円）

補 正 額
うち

一般財源等
事　業　名

△ 4,309 △ 4,309
・市議会議員報酬
・市議会議員の活動に要する経費

△ 20,059 △ 18,709

・平和推進事業
・東京2020オリパラ・ホストタウン事業
・地震・津波防災施設整備事業
・庁内ＬＡＮ運用費
・新しい地域コミュニティ組織制度事業
・行政文書配布・調査取りまとめに関する事業
・ひまわり基金事業
・協働のまちづくり推進事業
・人事評価制度推進事業
・職員研修事業
・公会計制度改革に要する経費
・職員人件費（一般管理費）
・市長・副市長の公務に要する経費

△ 2,142 △ 2,142
・子育て家庭支援推進事業
・地域活動支援センター事業

△ 2,152 △ 2,152
・健康づくり「ラジオ体操」事業
・不法投棄対策事業
・いきいき健康課一般事務費

△ 865 △ 865
・農業委員会行政事務費
・林業振興一般事務費

△ 12,112 △ 9,612

・地場産業振興事業
・観光客誘致推進事業
・観光振興事業
・サーフタウン日向推進事業

△ 4,099 △ 3,974

・日向市木造住宅耐震化促進事業
・日向市空家等対策推進事業
・土地区画整理（その他）事業
・東九州自動車道協力事業
・景観まちづくり推進事業
・全市緑花推進事業

△ 1,237 △ 1,237
・消防団活性化の推進に要する経費
・常備消防一般事務費

△ 10,760 △ 10,760

・牧水教育事業
・日向市教育振興会の助成に要する経費
・ひゅうがっ子学力向上推進事業
・保健体育の充実に要する経費
・安全教育の推進に要する経費
・学習情報提供事業
・公民館主催講座事業
・自主学級事業
・牧水顕彰事業
・競技スポーツ推進事業
・同和教育の充実に要する経費
・小学校施設　管理運営費[学事係]
・学事係一般事務費

△ 57,735 △ 53,760

　Ⅵ．新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用（充当）事業

別紙　「新型コロナウイルス感染症【第３弾】緊急経済対策等について」　の４ページに掲載

款

議会費

総務費

教育費

合　計

民生費

衛生費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費
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